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はじめに 

 

本市における行政改革の取組については、平成 9年 6月に「瀬戸市新行政改革大綱」をまとめ、

平成 10 年 10月には改革すべき項目や数値目標、実施年度等の具体的内容について定めた「瀬戸

市新行政改革実施計画（平成 10～12 年度）」を、平成 13 年 5 月には「瀬戸市新行政改革第２次実

施計画（平成 13～15年度）」を策定し、行政運営の簡素化・効率化を図りながら財源確保に努め、

少子高齢社会への対応や多様化している市民ニーズに応えるために行政改革に取り組んできまし

た。 

平成 14 年 2月には「行政経営導入計画」を策定し、これに基づき、「平成 17 年度末までに、瀬

戸市の行政組織が、目標を共有し、役割分担と創意工夫によって行動できるようになる」ことを

経営改革のビジョンとして掲げ、これを目指した取組を進めてきました。 

平成 18 年 3月には、これらの行政改革、行政経営の理念を盛り込んだ「第 5次瀬戸市総合計画」

を策定し、この枠組みの中で「瀬戸市行政改革集中改革プラン」を策定しました。 

瀬戸市行政改革集中改革プランでは、147 にわたる実施項目を掲げ、そのうち平成 16年度まで

に 100 項目に着手し、平成 17年度から平成 21 年度までには、引き続き実施する 21 項目と新たに

着手する 47項目の計 68 項目について取り組むこととしました。この 68項目のうち、平成 21 年

度までに 67項目を実施し、未実施となった 1項目についても平成 22 年度当初に実施しました。 

 

 
集中改革 

プラン 

実施項目数 

H17～21 年 

度までに 

実施する 

項目数 

実施項目数 
未実施 

項目数 
H17 H18 H19 H20 H21 

事務事業の再編・

整理、廃止・統合

の取組 

43 19 13 6 0 0 0 0 

民間委託等の推進 79 34 12 18 1 0 2 ※1 

定員管理・給与の

適正化 
25 15 8 1 2 4 0 0 

合   計 147 68 33 25 3 4 2 1 

※平成 22 年度当初に実施 
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事務事業の再編・整理、廃止・統合 

 

１ 事務事業の再編・整理、廃止・統合の取組 

（１）歳入確保に係る取組 

《① 使用料・手数料の見直し》 

 

《② 市有財産の有効活用》 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

手数料の見直し 

（証明・交付・閲覧） 

計
画 

        検討 

● 

実施 

● 

  

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
証明、交付、閲覧手数料を見直し、平成 19 年 4 月 1 日から

新しい手数料体系としました。 
― 

H19 
証明、交付、閲覧手数料を平成 19 年 4 月 1 日から新しい手

数料体系としました。 
15,869 

H20 
証明、交付、閲覧手数料を平成 19 年 4 月 1 日から新しい手

数料体系としました。 
14,959 

H21 
証明、交付、閲覧手数料を平成 19 年 4 月 1 日から新しい手

数料体系としました。 
14,171 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

一般公募分譲方式による

市有地売り払い 

計
画 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 12 区画、2,686.26 ㎡を売却しました。 185,473 

H18 8 区画、1,648.96 ㎡を売却しました。 121,410 

H19 20 区画、4,689.35 ㎡を売却しました。 302,102 

H21 10 区画、2,133.81 ㎡を売却しました。 154,182 
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《③ その他》 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

月極暫定駐車場として市

有地活用 

計
画 

    実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
2 か所 30 台分の駐車場を整備し、合計 4か所 138台分を地域

住民に貸し出しました。 
6,304 

H18 
1 か所 20 台分の駐車場を整備し、合計 5か所 158台分を地域

住民に貸し出しました。 
7,943 

H19 5 か所 158 台分を地域住民に貸し出しました。 8,529 

H20 5 か所 158 台分を地域住民に貸し出しました。 7,841 

H21 
新たに 1 か所 38 台分の駐車場を整備し、合計 6 か所 196 台

分を地域住民に貸し出しました。 
7,915 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

広報せとや塵芥収集車へ

の広告掲載による歳入確

保 

計
画 

     実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 広報せとに 24 件の広告を掲載しました。 960 

H18 広報せとに 12 件の広告を掲載しました。 480 

H19 広報せとに 20 件の広告を掲載しました。 600 

H20 
広報せとに 26 件の広告を掲載しました。ホームページに 103

件のバナー広告を掲載しました。 
1,810 

H21 
広報せとに 34 件の広告を掲載しました。ホームページに 151

件のバナー広告を掲載しました。 
2,530 
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（２）歳出削減に係る取組 

《① 組織の統廃合》 

 

《② 投資的経費の見直し》 

※ 財政効果額の算出については、工事を抽出し、縮減対策を行わなかった場合のコストと比較して算出。 

  

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

組織の見直し 計
画 

実施 

● 

  実施 

● 

実施 

● 

   実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

これまでの 8部 36課 119 係を 7部 33課・室 101係 2 グルー

プに再編成し、平成 18 年 4月 1 日から新しい体制としまし

た。 

― 

H19 

これまでの 7部 33 課・室 101係 2 グループを 7部 33 課・室

79 係 8 グループに再編成し、平成 19年 4 月 1日から新しい

体制としました。 

― 

H20 

これまでの 7部 33 課・室 79 係 8 グループを 7部 32 課・

室 79係 8グループに再編成し、平成 20年 4月 1 日から新

しい体制としました。 

― 

H21 

これまでの 7部 32 課・室 79 係 8 グループを 7部 32 課・

室 80係 8グループに再編成し、平成 21年 4月 1 日から新

しい体制としました。 

― 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

公共工事のコスト縮減 
計
画 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
盛土材の他工事からの発生土の流用や、再生資材の使用等を

行いました。 
13,566 

H19 再生資材の使用等を行いました。 1,843 

H20 再生資材の使用等を行いました。 2,120 

H21 再生資材の使用等を行いました。 2,636 

人件費削減による財政効果

額は、28 ページの「職員給

与等の削減」に一括計上。 

 

人件費削減による財政効果

額は、28 ページの「職員給

与等の削減」に一括計上。 

 

人件費削減による財政効果

額は、28 ページの「職員給

与等の削減」に一括計上。 

 

人件費削減による財政効果

額は、28 ページの「職員給

与等の削減」に一括計上。 
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《③ 内部管理経費の見直し》 

 

 

 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

車両の効率的利用 計
画 

  

● 

 

● 

 

● 

 

● 

 

● 

 

● 

 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 車両を効率的に利用し、6台を削減しました。 165 

H19 車両を効率的に利用し、2台を削減しました。 469 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市長等の交際費削減 計
画 

  実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 市長、教育委員会、市議会の交際費を削減しました。 341 

H18 市議会の交際費を削減しました。 100 

H19 市長、市議会の交際費を削減しました。 444 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

消防設備等の適正な配置 
計
画 

        

● 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 化学車 1台、電源車 1台を削減しました。 635 

H18 はしご車 1台を削減しました。 447 

再配置   1 台増車  5台削減  6 台削減 

    再配置  4台削減  12 台削減 

化学車 1台削減 はしご車 

電源車 1台削減 1台削減 
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《④ その他》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市有施設内通勤用自動車

駐車使用料徴収（財産の

適正管理） 

計
画 

    実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
市有施設内に駐車する通勤用自動車の駐車使用料を徴収し

ました。 
24,772 

H18 
市有施設内に駐車する通勤用自動車の駐車使用料を徴収し

ました。 
23,200 

H19 
市有施設内に駐車する通勤用自動車の駐車使用料を徴収し

ました。 
22,519 

H20 
市有施設内に駐車する通勤用自動車の駐車使用料を徴収し

ました。 
21,879 

H21 
市有施設内に駐車する通勤用自動車の駐車使用料を徴収し

ました。 
22,825 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

工事技術調査を委託し工

事監査を実施 

計
画 

     実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 工事技術調査を委託し、2件の工事監査を実施しました。 ― 

H18 工事技術調査を委託し、2件の工事監査を実施しました。 ― 

H19 工事技術調査を委託し、2件の工事監査を実施しました。 ― 

H20 工事技術調査を委託し、2件の工事監査を実施しました。 ― 

H21 工事技術調査を委託し、2件の工事監査を実施しました。 ― 
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実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市債の繰上償還 計
画 

      実施 

● 

実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 5,748 万円を繰上償還しました。 5,514 

H18 5,470 万円を繰上償還しました。 4,090 

H19 水道事業会計において、9,035 万円を繰上償還しました。 11,903 

H20 水道事業会計において、6億 1,457 万円を繰上償還しました。 257,361 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

施設予約・電子申請シス

テムの構築 

計
画 

       実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
電子申請・届出システムで、1月から 28 手続きをインターネ

ットで申請できるようにしました。 
― 

H18 

電子申請・届出システムに、平成 18 年 4月と平成 19 年 1 月

にそれぞれ 10 手続きを追加し、合計 48 手続きがインターネ

ットで申請できるようにしました。 

施設予約システムを 10 月から稼動し、屋外スポーツ施設の

施設予約がインターネットでできるようにしました。 

瀬戸市安全安心情報共有システムを 11 月から稼動し、電子

メールで緊急情報を携帯電話やパソコンに配信、提供しまし

た。 

― 

H19 
平成 19 年 9 月から施設予約システムで、屋内スポーツ施設

をインターネットで予約できるようにしました。 
― 

H20 

平成 20 年 9 月 1 日からあいち共同利用型施設予約システム

に完全移行しサービスを提供（パルティせと、瀬戸蔵、デジ

タルリサーチパークセンター、文化センター、スポーツ施設）

しました。 

― 

H21 
平成 22 年 4 月の電子申請届出システムの稼働に向け、シス

テム開発、運用ルールの策定を行いました。 
― 
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実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

地上デジタル・データ放

送を活用した地域の情報

発信 

計
画 

       実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 

地上デジタルテレビ等新しいメディアを活用した地域情報

提供のあり方について多面的な研究と取り組みを行う「愛知

県自治体地域情報プラットホーム研究会（21 市 11 町で構

成）」に参加し、在名の放送事業者と連携・協力して災害情

報伝達実験等を行いました。 

― 

H18 

H19 

愛知県防災局からTVCMLによる情報提供が進められているこ

とやケーブルテレビのコミュニティチャンネルのデジタル

化に向けた動きなどを愛知県自治体地域情報プラットホー

ム研究会で情報共有し、引き続き地域情報提供の仕組みづく

りについて検討を進めました。 

― 

H20 

引き続き愛知県自治体地域情報プラットホーム研究会にて

情報共有するとともに、「地域の安心・安全情報基盤の実現

のあり方に関する検討会」（東海総合通信局）に参画し、東

海地域における実証実験のあり方の検討や実証実験の検証

を行いました。また、平成 20年 12 月 5日設立の東海実証実

験協議会に参画し試行的な実証実験を行いました。 

― 

H21 

「地域の安心・安全情報基盤の実現のあり方に関する検討

会」に愛知県自治体地域情報プラットホーム研究会として引

き続き参画し情報共有するとともに、平成 22 年度完成予定

としている総務省主導の「安心安全公共コモンズ」に関して

の全国実証実験に参画しました。 

― 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

携帯電話からの 119番直

接受信 

計
画 

       実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
平成 17 年 10 月から、携帯電話からの 119 番通報を直接受信

できるようにしました。 
― 
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実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

浄水場汚泥の有効利用

（水道事業関係） 

計
画 

       実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
浄水場汚泥の処分方法について検討を行い、平成 19 年度か

ら園芸用土として有効利用することとしました。 
― 

H19 浄水場汚泥を園芸用土として有効利用しました。 627 

H20 浄水場汚泥を園芸用土として有効利用しました。 3,503 

H21 浄水場汚泥を土壌改良材として有効利用しました。 3,319 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

下水道汚泥の有効利用 

（下水道事業関係） 

計
画 

        実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

実施 

● 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
下水汚泥をセメント原料や肥料として有効利用することに

より、環境負荷の軽減を図りました。 
― 

実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

インターネット公売 
計
画 

        実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
差し押さえた 5 件の動産のインターネット公売を行いまし

た。 
392 

H19 
差し押さえた 13 件の動産のインターネット公売を行いまし

た。 
734 

H20 
差し押さえた 4 件の動産のインターネット公売を行いまし

た。 
95 

H21 
差し押さえた 35 件の動産のインターネット公売を行いまし

た。 
589 
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実 施 事 項 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市税等のコンビニ収納 計
画 

        開発 

● 

実施 

● 

  

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

市税等のコンビニエンスストア収納システムの開発及び関

連機器の導入を行い、平成 19 年 4 月から軽自動車税、上下

水道料金の運用を開始しました。 

― 

H19 

平成 19 年 8月から介護保険料の運用を開始しました。 

平成 19 年 9月からし尿処理手数料の運用を開始しました。 

平成 19 年 10 月から次の運用を開始しました。 

 市営住宅家賃、春雨墓苑環境整備料、宮前地下街店舗使用

料、道路等占用料、行政財産の目的外使用に係る使用料、

図書館資料複写手数料、瀬戸市手数料条例に規定する手数

料、瀬戸市公有財産事務取扱規則に規定する普通財産の貸

付料、物品売払代金、貸付金の元利償還金、保育料 

― 

H20 平成 20 年 4月から国民健康保険料の運用を開始しました。 ― 

H21 
平成 21 年 4月から固定資産税、都市計画税及び市県民税（但

し、バーコード印字の納付書に限る。）を開始しました。 
― 
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民間委託等の推進 

 

１ 公の施設についての管理運営状況と取組目標 

《① レクリエーション施設》 

 

 

 

《② 基盤施設》 

 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

自然児童遊園 
計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
746 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

スポーツ施設 
計
画 

17 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
7,423 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

定光寺野外活動

センター 

計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 

－273 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市
営
駐
車
場 

宮川 

瀬戸市駅前

東横山 

計
画 

3 

 

● 

     

● 

  

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
1,371 

管理委託               指定管理者制度導入 

管理委託               指定管理者制度導入 

管理委託               指定管理者制度導入 

業務委託         管理委託  指定管理者制度導入 

委託料増額分をマイナス

計上。マイナス分は仕様変

更によるもの。 
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《③ 文教施設》 

 

 

 

 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市
営
駐
車
場 

瀬戸口駅北 
計
画 

1 

        

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 17 年 10 月 3

日～平成 23年 3 月 31 日） 

 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

都市公園 計
画 

57 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日）また、再任用職員 1人を削減しまし

た。 

－79 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

資源リサイクル

センター 

計
画 

1 
      

● 

  

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
平成 18 年 6 月からエコプラザの開館日を拡大し、委託方法

を見直しました。 
― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

西部コミュニテ

ィセンター 

計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
― 

管理委託               指定管理者制度導入 

管理委託               指定管理者制度導入 

指定管理者制度導入 

市営駐車場（宮川、瀬戸

市駅前、東横山）に含む。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

直営     業務委託 
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施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

文化センター 
計
画 

3 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
14,249 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

中央公民館 
計
画 

1 
 

● 

       

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

平成 18 年 4月 1 日に廃止しました。 

（施設を有効利用し、せとっ子ファミリー交流館として平成

18 年 10 月から利用） 

22,789 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

地区公民館 
計
画 

19 
 

● 

        

● 

   

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H21 

地域力向上アクションプランに基づき、地区公民館を地域交

流センターに移行する場合に、指定管理者制度を導入するこ

ととしました。 

― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

新世紀工芸館 
計
画 

1 
  

● 

      

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日）また、職員 1人、再任用職員 1人を

削減しました。 

－6,083 

管理委託              指定管理者制度導入 

管理委託               廃止 

管理委託               指定管理者制度導入 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

直営                 指定管理者制度導入検討 



 

- 14 - 

 

 

《④ 医療・社会福祉施設》 

 

  

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

ノベルティ・こ

ども創造館 

計
画 

1 
   

 

   

● 

  

 

 

● 

   

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H21 
平成 22 年度からの管理方法について、当面の間、直営とす

ることとしました。 
― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

マルチメディア

伝承工芸館 

計
画 

1 
   

● 

     

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日）また、再任用職員 1人を削減しまし

た。 

－10,199 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

福祉保健センター 
計
画 

5 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
21,707 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

老人憩いの家 計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31 日）また、再任用職員 1人、臨時職員 1

人を削減しました。 

－3,449 

管理委託               指定管理者制度導入 

業務委託           指定管理者制度導入 

管理委託               指定管理者制度導入 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

 業務委託  指定管理者制度導入検討 
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施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

高齢者生きがい

活動施設 

計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

養護老人ホーム

陶寿荘 

計
画 

1 
 

● 

       

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 民営化について検討しました。 ― 

H19 平成 21 年度から民営化することとしました。 ― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

水野在宅福祉セ

ンター 

計
画 

2 
  

● 

      

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
指定管理者制度を導入しました。（期間：平成 18 年 4 月 1 日

～平成 23 年 3 月 31日） 
― 

施設名称 施設数 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

せとっ子ファミ

リー交流館 

計
画 

1 
       

 

 

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 夜間警備を機械警備とし民間委託しました。 ― 

業務委託 

管理委託            指定管理者制度導入 

業務委託                公設民営化検討 

管理委託               指定管理者制度導入 
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２ 民間委託の状況と取組目標 

《① ごみ収集等》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

びん・缶・ペットボトル

の収集業務 

計
画 

     

● 

  拡大 

● 

拡大 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

平成 16 年度からびん・缶の回収に加え、ペットボトルの資源置場

での回収を開始しました。 
― 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

不燃ごみ収集業務 
計
画 

       

● 

 

● 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 不燃ごみ収集業務の民間委託を拡大しました。 

－39,427 

H18 全地域の不燃ごみ収集業務を民間委託しました。 

－8,505 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

粗大ごみ収集業務 計
画 

       

● 

 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 全地域の粗大ごみ収集業務を民間委託しました。 （「不燃ごみ収集業務」に含む。） 

一部実施        

一部実施 拡大 全地域 

一部実施 全地域 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 
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《② 学校給食》 

 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

可燃ごみ収集業務 
計
画 

      

● 

 

 

  

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
車両を 4台削減しました。 

※ 車両削減に係る財政効果額は、「車両の効率的利用」に計上 
（「不燃ごみ収集業務」に含む。） 

H18 
民間委託により、収集日を週 4 日から 6 日に拡大し、職員 3

人を削減しました。 
（「不燃ごみ収集業務」に含む。） 

H19 
民間委託の収集区域を拡大し、職員 3人、再任用職員 1人を

削減し、臨時職員 1人を採用しました。 

－7,589 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

学校給食センター配送校

における配膳業務 

計
画 

   

 

  

● 

 

 

 

● 

 

 

 

 

  

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H21 
平成 20年度に委託予定であった 1校を平成 22年度に実施す

ることとしました。 
― 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

学校給食単独校調理業務 
計
画 

      

● 

  

● 

 

● 

  

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 

新たに 2 校を委託し、委託校を全単独校 19 校中 4 校に拡大

しました。 

また、調理員 2人、臨時調理員 6人を削減しました。 

－21,073 

H18 

新たに 1 校を委託し、委託校を全単独校 19 校中 5 校に拡大

しました。 

また、調理員 2人、臨時調理員 3人を削減し、再任用調理員

を 1人採用しました。 

－13,329 

H19 

新たに 2 校を委託し、委託校を全単独校 19 校中 7 校に拡大

しました。 

また、調理員 3人、再任用調理員 1人、臨時調理員 4人を削

減しました。 

－19,950 

実施    実施 実施   実施 

(2 校)    (2 校)(1 校)     (1 校) 

一部実施       拡大 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 

実施    実施         実施  

(7 校)    (1 校)         (1 校) 
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《③ 上下水道事業関係》 

※ 財政効果額は、「水道メーター検針業務」、「水道休開始業務」、「滞納整理業務（H16 から実施）」、「下水

道使用料の徴収事務（H16 から実施）」の合計額。 

   

 

H20 調理員を 2人削減し、臨時調理員を 3人採用しました。 

― 

H21 

新たに 1 校を委託し、委託校を全単独校 19 校中 8 校に拡大

しました。 

また、調理員 2人、臨時調理員 3人を削減しました。 

－17,408 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

水道メーター検針業務 

（水道事業関係） 

計
画 

 

● 

     

 

  

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 職員 1人を削減しました。 70,585 

H18 
水道メーターの検針業務を完全委託し、職員 1人を削減しま

した。 
69,884 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

水道料金滞納整理業務 

下水道使用料の徴収事務 

計
画 

 

 

     

 

実施 

● 

     

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
水道料金滞納整理業務、下水道使用料の徴収事務を引き続き

民間委託しました。 
（「水道メーター検針業務」に含む｡） 

H18 
水道料金滞納整理業務、下水道使用料の徴収事務を引き続き

民間委託しました。 
（「水道メーター検針業務」に含む｡） 

H19 
水道料金滞納整理業務、下水道使用料の徴収事務を引き続き

民間委託しました。 
94,811 

H20 
水道料金滞納整理業務、下水道使用料の徴収事務を引き続き

民間委託しました。 
110,075 

H21 
水道料金滞納整理業務、下水道使用料の徴収事務を引き続き

民間委託しました。 
117,636 

実施                   完全委託 

人件費削減による財政効果額

は、28ページの「職員給与等

の削減」に一括計上。 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 
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《④ NPO・大学等との連携》 

 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

水道休開始業務 

（水道事業関係） 

計
画 

 

 

   

● 

    

 

 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
水道の休止、開始に係る業務を完全委託し、職員 1人を削減

しました。 
（「水道メーター検針業務」に含む｡） 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

水道水水質検査業務 

（水道事業関係） 

計
画 

 

● 

     

 

  

● 

 

 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 契約方法の見直しを行いました。 892 

H18 契約方法の見直しを行いました。 577 

H19 契約方法の見直しを行いました。 735 

H20 契約方法の見直しを行いました。 472 

H21 契約方法の見直しを行いました。 315 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

市民活動センターの運営

業務をＮＰＯに委託 

計
画 

       実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
平成 17 年度から市民活動センターの運営業務を NPO に委託

しました。 
― 

一部実施             一括業務委託 

一部委託         完全委託 
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実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

大学コンソーシアムせと

によるまちづくり施策協

働プログラムの実施 

計
画 

       実施 

● 

    

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 

「中心市街地の魅力発掘」等 5つのプログラムを、大学コン

ソーシアムせとに加盟する大学との協働により実施しまし

た。 

― 

H18 

「３歳児から就学前までを一緒に保育する「異年齢保育」の

検討」等 4つのプログラムを、大学コンソーシアムせとに加

盟する大学との協働により実施しました。 

― 

H19 

「瀬戸市 30 歳代女性の健診結果の分析と関連事業」等 5 つ

のプログラムを、大学コンソーシアムせとに加盟する大学と

の協働により実施しました。 

― 

H20 

「デートＤＶに関する実態調査～大学生の『デートＤＶ』に

対するイメージ調査」等 5つのプログラムを、大学コンソー

シアムせとに加盟する大学との協働により実施しました。 

― 

H21 

「瀬戸万博記念公園（愛・パーク）に隣接する貧栄養湿地の

保全」等 8つのプログラムを大学コンソーシアムせとに加盟

する大学との協働により実施しました。 

― 
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実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

環境基本計画の見直し業務

を南山大学との協働により

実施 

計

画 

       実施 

● 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 環境基本計画の見直し方法を検討しました。 ― 

H18 
環境基本計画の見直し作業のうち、市民ワーキング会議の運

営方法の検討及び運営を協働で実施しました。 
― 

H19 

環境基本計画見直しのための市民ワーキングで提案された

環境情報の提供を具現化する「環境ポータルサイトの試作」、

「環境情報誌の発行」、「環境学習イベント」を行いました。 

― 

H20 
大学の演習を活用しながら、環境情報の調査を実施し「環境

ポータルサイト」の具現化を行いました。 
― 

H21 
継続して環境情報の収集、コンテンツの見直しを進め、ポー

タルサイトを完成しました。 
― 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

「学びキャンパスせと」の

運営をＮＰＯと共催実施 

計
画 

       試行 

● 

実施 

● 

   

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
「学びキャンパスせと」の本格実施に向け、試行的に 8講座

をＮＰＯ法人との共催により実施しました。 
― 

H18 

講師を公募し、受益者負担により行う「学びキャンパスせと」

の運営をＮＰＯ法人との共催により実施しました。これによ

り年間講座数が平成17年度の13講座から157講座へ増加し、

講座メニューも多種多様となり豊かな学習機会が提供でき

るようになりました。 

8,800 
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《⑤ その他》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

保育所の給食・用務業務 
計
画 

         

● 

 

● 

 

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 

3 園（水北、幡山西、八幡保育園）の給食及び用務業務を民

間委託し、用務員（臨時職員）を 15 人から 5 人に削減しま

した。 

4,856 

H19 

新たに 2園（水南、こうはん保育園）の給食及び用務業務を

民間委託し、用務員（臨時職員）を 5人から 3人（うち短時

間臨時職員 2人）に削減しました。 

3,176 

H20 

新たに 1園（品野西保育園）の給食及び用務業務を民間委託

し、用務員（臨時職員）を 3人削減し、再任用用務員 1人を

採用しました。 

3,643 

実 施 事 項 
H10 

以前 
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

図書館の窓口業務 
計
画 
          実施 

● 

 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H19 
平成 20 年度から図書館の窓口業務を民間委託することとし

ました。 
― 

H20 

図書館の窓口業務を民間委託し、窓口業務担当の正規職員を

4 人削減しました。市民サービスの向上のため、開館日を増

やし、開館時間を延長しました。 

-34,560 

実施 実施 実施 

(3 園)(2園)(2 園) 

委託料増額分のみをマイナス

計上し、人件費削減による財

政効果額は、28 ページの「職

員給与等の削減」に一括計上。 
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定員管理・給与の適正化 

 

１ 人事管理の適正化 

 

 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

人事考課制度の定着 計
画 

     

H15 年度から試行を開始したこの制度を、さ

らに検証、修正を重ねながら職員の納得性を

高める。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
人事考課制度の試行を重ね、同制度の職員への周知徹底を図

りました。 
― 

H18 

様式に被考課者育成方針記入欄を追加し、育成方針の明確化

を図りました。 

考課理由・判断根拠欄の記入を徹底し、被考課者の納得性向

上を図りました。 

― 

H20 
人事考課者研修を実施し、考課者のスキルアップを図りまし

た。 
― 

H21 
被考課者の納得性を向上するため、考課者による面接の徹底

を図りました。 
― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

目標による管理育成制度の定着 計
画 

     

H16 年度から試行を開始したこの制度を、さ

らに検証、修正を重ねながら職員の実効性を

高める。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 目標による管理育成制度の職員への周知徹底を図りました。 ― 

H18 

部長による集約を行うことにより、目標面談の実施率を向上

させました。 

より適切な目標設定ができるよう研修を行い、設定目標の質

的向上を図りました。 

― 

H19 
目標設定、面談手法に関する研修を行い、目標による管理育

成制度の質的向上を図りました。 
― 

H20 
目標設定、面談手法に関する研修を行い、目標による管理育

成制度の質的向上を図りました。 
― 

H21 
年間を通した目標の管理及び事務の効率化を図るため、目標

管理シートの様式を変更しました。 
― 
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実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

複線型人事制度の試行と実施 計
画 

   ●  

高度な知識と経験を要する専門職等を設定

し、個々の職員の特性・希望に応じて選択で

きる仕組みを導入する。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H20 
複線型人事制度の試行に向けて、総合的な人事・給与制度の

見直しについて検討を行いました。 
― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

昇任試験の検討と実施 計
画 

  ●   

昇任に関する不公平感、不透明感を払拭し、

昇任の決定が職員の士気を高めるよう、管理

職員から順次検討実施する。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H19 
先進自治体の状況を調査し、本市における試験のあり方につ

いて検討しました。 
― 

H20 昇任試験の実施に向けて、試験内容の検討を行いました。 ― 

H21 
昇任試験の一手法として、第三者による管理職の評価研修を

行い、課題、導入可能性を検証しました。 
― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

公募制研修の充実強化 計
画 

  ●   

公募制研修を充実強化し、職員が主体的に研

修に取り組む風土づくりを行う。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H19 
専門研修等において公募制を導入し、職員の自主的な研修参

加を促進しました。（参加者数：66 人） 
― 

H20 
専門研修等において公募制を導入し、職員の自主的な研修参

加を促進しました。（参加者数：84 人） 
― 

H21 
専門研修等において公募制を導入し、職員の自主的な研修参

加を促進しました。（参加者数 53 名） 
― 
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２ 定員管理の適正化 

 

  H17 H18 H19 H20 H21 H22 

4 月 1 日現在の職員数（人） 
計画 908 886 887 875 861 835 

実績 908 886 870 854 835 806 

年度末の退職者数（人） 
予定 39 15 28 32 44  

実績 39 36 43 37 46  

次年度の採用者数（人） 
計画 17 16 16 18 18 22 

実績 17 20 27 18 17  

職員の増減数（人） 
計画 ▲22 1 ▲12 ▲14 ▲26 － 

実績 ▲22 ▲16 ▲16 ▲19 ▲29  

Ｈ17 年度からの削減率（％） 
計画 － 2.4% 2.3% 3.6% 5.2% 8.0% 

実績 － 2.4% 4.2% 5.9% 8.0% 11.2% 

   

※ 国では、国家公務員の定員について 5年間で 5.7%の削減目標を掲げており、地方公共団体

には 4.6%を上回る削減目標を求めています。 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

単位取得制研修の試行と実施 計
画 

   ●  

職員がキャリア形成に必要なスキルを習得

のため、単位取得を前提とした研修制度を実

施する。（財政状況により要検討） 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H20 

単位取得制研修の試行に向けて、総合的な人事・給与制度や

職層ごとの必要な研修内容等の見直しについて検討を行い

ました。 

― 

H21 職層別に受講すべき研修内容を検討しました。 ― 
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３ 給与等の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

給料表の構造の見直し 計
画 

 ●    

給料表の全般にわたって見直しを行い、平均

5.1％の引き下げ、給与カーブのフラット化

を図る。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 給料表を変更し、平成 18 年 4月から適用しました。 ― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

地域手当の導入 計
画 

 ●    

調整手当を廃止し、地域の実態に見合った手

当に変更。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
調整手当を廃止し、平成 18 年 4 月から地域手当を導入しま

した。 
― 

H19 
地域手当の支給率を見直し、平成 22 年 4 月から 6％とするよ

う条例を改正しました。 
― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

能力・業績の給与への反映 計
画 

  ●   

管理職員から順次、能力や業績を勤勉手当や

昇給に的確に反映させる。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H20 
能力・業績の給与への反映に向けて、目標による管理育成制

度、人事考課制度の質的向上を図りました。 
― 

H21 
能力・業績の給与への反映に向けて、目標による管理育成制

度、人事考課制度の質的向上を図りました。 
― 
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実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

特殊勤務手当の見直し 計
画 

 ●    

特殊勤務手当全体を総点検し、時代に合わな

い手当や支給根拠の不明確な手当について

は廃止する。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H17 
出張先での市税賦課業務の特殊勤務手当を廃止しました。ま

た、年末年始業務の手当額を引き下げました。 
1,462 

H18 

土曜・日曜・祝日業務等の 7 業務の特殊勤務手当を平成 19

年 4 月から廃止することとしました。また、年末年始業務の

手当額を引き下げました。 

1,027 

H19 年末年始業務の特殊勤務手当を廃止しました。 550 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

管理職手当の見直し 計
画 

 ●    

定率制から定額制に変更する。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H18 
定率制から定額制に見直し、平成 19 年 4 月から適用するこ

ととしました。 
― 

実 施 事 項 H17 H18 H19 H20 H21 

時間外手当の抑制 計
画 

 ●    

事務事業の再点検を行うことにより、時間外

勤務の抑制を図る。 

取 組 状 況  財政効果額（千円） 

H20 

週休日の振替、祝休日の代休指定制度の積極的な活用ととも

に、各所属における事務の合理化を図りました。その結果、

選挙等の臨時的な事業を除く経常的な時間外勤務は、平成 18

年度平均が 12.3 時間／月、平成 19 年度平均が 11.4 時間／

月、平成20年度平均が11.3時間／月と減少傾向にあります。 

 

4,988 

H21 

６月と 11 月に、各部長に対して時間外勤務に関するヒアリ

ングを行い、時間外勤務が多い職場、職員に対し指導しまし

た。その結果、職員数の減少の中、選挙等の臨時的な事業を

除く経常的な時間外勤務は、平成 21 年度平均が 11.7 時間／

月と、この 3年間は 11 時間台の時間外勤務となっています。 

― 

 

時間外手当の抑制による財政

効果額は、28ページの「職員

給与等の削減」に一括計上し

た額の内数。 
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１ 平成 17 年度から 21 年度までの財政効果額 

 

本プランの取組による財政効果額は、平成 17 年度が約 3億 4千万円、平成 18 年度が約 7億

円、平成 19 年度が約 1 億 1 千万円、平成 20 年度が約 8 億 3 千万円、平成 21 年度が約 1 億 1

千万円、平成 17 年度から平成 21 年度までの財政効果額の合計は約 21 億円となっています。 

 

（単位：千円） 

項  目 
財 政 効 果 額 

H17 H18 H19 H20 H21 計 

事務事業の再編･整理、

廃止･統合 
224,164 171,628 365,639 309,568 208,167 1,279,166 

 
使用料・手数料の見

直し 
― ― 15,869 14,959 14,171 44,999 

 市有財産の有効活用 191,777 129,353 310,631 7,841 162,097 801,699 

 
その他 

(歳入確保対策関係) 
960 480 600 1,810 2,530 6,380 

 補助金等の整理合理化 ― ― ― ― ― 0 

 投資的経費の見直し ― 13,566 1,843 2,120 2,636 20,165 

 内部管理経費の見直し 1,141 547 913 0 0 2,601 

 
その他の事務事業の

整理合理化 
― ― ― ― ― 0 

 その他 30,286 27,682 35,783 282,838 26,733 403,322 

民間委託等の推進 10,977 110,485 71,183 79,630 100,543 372,818 

 
うち指定管理者導入

によるもの 
― 25,413 ― ― ― 25,413 

職員給与等の削減 105,126 414,767 -321,642 441,527 -191,475 448,303 

 
うち退職金を除いた

削減額 
83,701 306,266 76,772 181,163 181,410 829,312 

合  計 340,267 696,880 115,180 830,725 117,235 2,100,287 

経費節減等の財政効果 
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２ 平成 17 年度から 21 年度までの財政効果影響額 

 

取組の効果が後年度にも及ぶものを累計した財政効果影響額は、平成 17年度から 21 年度ま

での合計が約 33 億 4 千万円、平成 10 年度から 21 年度までの取組による平成 17 年度から 21

年度までの合計が約 139 億円、平成 10年度から 21年度までの総合計が約 257 億円となりまし

た。 

（単位：千円） 

項  目 H17～H21 

H10～H21 の 

取組による 

H17～H21影響額 

≪参考≫ 

H10～H21 の 

総合計 

事務事業の再編･整理、廃止･統合 1,287,197 4,870,284 11,262,843 

 使用料・手数料の見直し 44,999 331,684 600,532 

 市有財産の有効活用 801,699 801,699 3,490,779 

 その他(歳入確保対策関係) 6,380 6,380 8,560 

 補助金等の整理合理化 ― 389,500 699,300 

 投資的経費の見直し 20,165 20,165 483,587 

 内部管理経費の見直し 10,632 2,718,332 4,977,372 

 その他の事務事業の整理合理化 ― 237,250 526,600 

 その他 403,322 365,274 476,113 

民間委託等の推進 146,684 980,559 1,452,701 

職員給与等の削減 1,911,351 8,145,416 13,002,103 

合     計 3,345,232 13,996,259 25,717,647 

 

効果額の算定イメージ 

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 

            

           

           

           

           

           

 の合計＝2,100,287（千円） 
 

     

       
 

    

 ＋  の合計＝3,345,232（千円）   
 

   

          
 

  

 ＋  ＋  の合計＝13,996,259（千円）   
 

 

             
 

 ＋  ＋  ＋  の合計＝25,717,647（千円）   
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３ 平成 10 年度から 16 年度までの財政効果額と財政効果影響額 

 

（単位：千円） 

項    目 財政効果額 財政効果影響額 

事務事業の再編・整理、廃止・統合 3,989,875 6,392,559 

 

使用料・手数料の見直し 57,337 268,848 

未利用財産の売り払い等 2,689,080 2,689,080 

その他（歳入確保対策関係） 2,180 2,180 

補助金等の整理合理化 77,900 309,800 

投資的経費の見直し 463,422 463,422 

内部管理経費の見直し 541,667 2,259,040 

その他の事務事業の整理合理化 47,450 289,350 

その他 110,839 110,839 

民間委託等の推進 218,149 472,142 

職員給与等の削減 1,246,813 4,856,687 

合      計 5,454,837 11,721,388 

 

※ 「財政効果額」とは、当該年度に発生した効果額であり、「財政効果影響額」とは、実施

した取組の中で、それまでの事業や制度を廃止することにより、後年度にもその効果が及

ぶものを累計した影響額です。 
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第三セクターの見直し 

 

１ 既存法人の見直し 

財団法人瀬戸市埋蔵文化財センターの業務を見直し、平成 17 年 10 月 5 日に財団法人瀬

戸市文化振興財団を設立しました。これまでの財団法人瀬戸市埋蔵文化財センターが行っ

ていた埋蔵文化財発掘調査、文化財の保護・普及事業に加え文化芸術振興事業を担うこと

としました。 

また、平成 18年 12 月 31 日に財団法人 2005 年日本国際博覧会協会が解散しました。 

 

平成 21 年度末時点における第三セクター 

種
別 

第三セクター団体（8団体） 関与法人団体（6団体） 

団体名 
出資 

比率 
団体名 

出資 

比率 

財
団
法
人 

(財)地域活性化センター 0.013% (財)瀬戸市開発公社 100% 

(財)砂防フロンティア整備推進機構 0.040% (財)瀬戸市文化振興財団 100% 

(財)魚アラ処理公社 0.380%   

(財)愛知県国際交流協会 0.102%   

(財)暴力追放愛知県民会議 0.185%   

株
式
会
社 

愛知環状鉄道(株) 9.00% 瀬戸まちづくり(株) 50.5% 

愛知高速交通(株) 0.35% 尾張東流通センター(株) 43% 

グリーンシティケーブルテレビ(株) 0.5% 尾張瀬戸駅整備(株) 35% 

公
社 

  瀬戸市土地開発公社 100% 

 

 

２ 第三セクターの監査・点検評価・情報公開の体制等 

財団法人瀬戸市文化振興財団において、「財団法人瀬戸市文化振興財団情報公開に関する規

程」を制定し、平成 18 年 4月 1 日から施行しました。 
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３ 第三セクターの役職員数 

関 与 法 人 名 年度 役員数 職員数 

財団法人瀬戸市開発公社 

平成 17 年度 17（17） 54（ 6） 

平成 18 年度 17（17） 40（ 5） 

平成 19 年度 17（17） 40（ 5） 

平成 20 年度 17（17） 41（ 5） 

平成 21 年度 17（17） 42（ 6） 

財団法人瀬戸市文化振興財団 

（旧(財) 瀬戸市埋蔵文化財センター） 

平成 17 年度 14（14） 10（ 5） 

平成 18 年度 14（14） 25（11） 

平成 19 年度 14（14） 25（10） 

平成 20 年度 14（14） 25（10） 

平成 21 年度 14（14） 23（ 9） 

瀬戸まちづくり株式会社 

平成 17 年度 15（15） 0（ 0） 

平成 18 年度 15（15） 0（ 0） 

平成 19 年度 15（15） 1（ 0） 

平成 20 年度 15（15） 1（ 0） 

平成 21 年度 15（15） 1（ 0） 

尾張東流通センター株式会社 

平成 17 年度 18（12） 1（ 0） 

平成 18 年度 17（12） 1（ 0） 

平成 19 年度 17（12） 1（ 0） 

平成 20 年度 19（12） 2（ 0） 

平成 21 年度 19（12） 2（ 0） 

尾張瀬戸駅整備株式会社 

平成 17 年度 4（ 4） 0（ 0） 

平成 18 年度 4（ 4） 0（ 0） 

平成 19 年度 4（ 4） 0（ 0） 

平成 20 年度 4（ 4） 0（ 0） 

平成 21 年度 4（ 4） 0（ 0） 

瀬戸市土地開発公社 

平成 17 年度 10（10） 11（11） 

平成 18 年度 9（ 9） 11（11） 

平成 19 年度 9（ 9） 24（24） 

平成 20 年度 9（ 9） 17（17） 

平成 21 年度 9（ 9） 16（16） 

    ※ （ ）内数字は、他の機関からの派遣、兼務等によりそれぞれの法人か

ら給与が支払われていない人数。 
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４ 瀬戸市土地開発公社の経営 

 瀬戸市土地開発公社においては、平成 7年度末のピーク時に 81 億 6,800 万円であった土地保有

額が、平成 21 年度末には 553,272 千円となっています。この保有額は、県内における他団体の土

地開発公社と比較しても低い状況にあります。今後も、市との連携を図りながら計画的な事業運

営を進め、引き続き健全な経営を行っていきます。 

 

 

 


